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（目的） 

第１条 この要領は、建設工事、製造の請負、測量、調査、設計等の業務委託並びに物品の購入及び物

件の借入（以下「工事等」という。）に係る事後審査方式制限付一般競争入札（以下「ダイレクト入

札」という。）を実施することに関し、地方自治法（昭和22年法律第67号）その他法令に定めるもの

のほか、必要な事項を定める。 

（対象工事等） 

第２条 ダイレクト入札は、次に掲げる工事等について適用する。 

(１) 建設工事のうち、設計金額が200万円以上、１億5,000万円未満のもの。 

(２) 製造の請負（印刷物の製造の請負を除く。）のうち、設計金額が200万円以上、１億5,000万円

未満のもの。 

(３) 委託のうち、設計金額が100万円以上のもの。 

(４) 物品の購入（印刷物の製造の請負を含む。）のうち、設計金額が150万円以上のもの。 

(５) 物件の借入のうち、設計金額が80万円以上のもの。 

（入札参加資格） 

第３条 入札参加者に必要な資格は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 建設工事等入札参加業者資格者名簿に登載されている者で、千葉県又は圏域内市町村及び長生

郡市広域市町村圏組合から指名停止措置を、当該公告日から当該工事等の入札日までの間、受けて

ない者でなければならない。 

(２) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当する者のほか、手

形交換所による取引停止処分を受け２年間を経過しない者、当該工事の入札日前６箇月以内に手形、

小切手を不渡りした者、及び会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者、又は民

事再生法に基づき再生手続き開始の申立てがなされている者（会社更生法にあっては更生手続開始

決定、民事再生法にあっては再生手続開始の決定を受けているも者は除く。）でないこと等、経営

状態が著しく不健全でないこと。 

(３) 入札の対象工事等に応じて建設工事等入札参加資格等審査会にて審査し、資格要件を定め、当

該資格要件を満たすものでなければならない。 

（当該工事等の公告） 

第４条 ダイレクト入札に関する公告は、長生郡市広域市町村圏組合ホームページ（以下「ホームペー

ジ」という。）の入札契約情報に掲載し、当該工事等の参加申込最終日まで行うものとする。 

２ 次の各号に掲げるダイレクト入札関連書類は、ホームページからダウンロードし使用するものとす



 

る。 

(１) 設計図書等配布申請書（別記第１号様式） 

(２) 入札参加資格審査申請書（別記第２号様式） 

(３) 入札参加不適格通知書（別記第３号様式） 

（設計図書等の配布等） 

第５条 設計図書等は、電子メール、コンパクトディスク等の記録媒体（以下「記録媒体」という。）

に電子ファイルとして記録したもの及び印刷物により配布を行うものとし、閲覧は行わないものとす

る。 

２ 設計図書等の配布を受ける場合は、設計図書等配布申請書（別記第１号様式）を提出しなければな

らない。なお、提出は郵送によるものとする。 

３ 前項による提出前に、ファックス等の送付により申請予定内容に不備が無いと認められた場合は、

事前に設計図書等を配布することができる。 

４ 記録媒体は入札参加希望者の負担とする。 

５ 配布した設計図書等は、入札の目的以外に使用できないものとし、適切に管理しなければならない。 

（設計図書等に関する質疑） 

第６条 設計図書等に関する質疑のある場合は、入札公告に記載された期間において、主務課長にファ

ックス等の書面ですることができる。 

（入札書の提出） 

第７条 入札書の提出は、簡易書留郵便の方法で行わなければならない。 

２ 入札書は、入札公告に記載された期限までに、指定した郵送先に提出しなければならない。期限を

過ぎて提出された入札書は無効とし、開札しないものとする。 

３ 到達した入札書の書換え引換え又は撤回は認めず、開札したか否かにかかわらず返却しないものと

する。 

４ 入札書の提出に関する問い合わせには、一切応じないものとする。 

（開札調書の作成） 

第８条 入札担当者は、入札（開札）日前日までに、郵送された入札書の封筒裏面の記載事項に基づき、

開札調書を作成するものとする。 

２ 入札担当者及び入札執行者は、開札前においてはいかなる理由があっても封筒を開封してはならな

い。 

（入札参加資格審査及び落札決定等） 

第９条 落札候補者は、入札参加資格審査申請書（別記第２号様式）及び入札公告で示された書類（以

下「入札資格審査申請書等」という。）を、指示された提出日までに持参し、入札参加資格審査（以

下「審査」という。）を受けなければならない。 

２ 入札執行者は、入札資格審査申請書等が提出されたときは、その日を含め、３日以内に審査を行わ

なければならない。 

３ 審査の結果、落札候補者が不適格と認められた場合は、新たに次の順位の者を落札候補者として審



 

査を行うこととし、落札者が決定するまで同様に繰り返すものとする。 

４ 落札者が決定した場合は、次の順位以降の者の審査は行わない。 

５ 入札執行者は、落札候補者が資格を満たしていないと認めた場合は、当該落札候補者に、入札参加

不適格通知書（別記第３号様式）を送付するものとする。 

６ 入札参加不適格通知を受けた者は、前項の通知を受けた日から起算して３日以内に入札参加資格を

満たしていない理由（以下「不適格理由」という。）を、書面により入札執行者に対して求めること

ができる。 

７ 入札執行者は、前項の求めがあった場合は、その日から起算して３日以内に、書面により回答する

ものとする。 

（その他） 

第10条 入札参加資格審査申請書（別記第２号様式）に虚偽の記載をした場合は、指名停止措置要領の

規定により指名停止を行う。 

２ 落札者の決定後、契約締結までの間に、当該落札者が入札参加に必要な資格を満たさなくなった場

合は、当該契約を締結しない。 

３ 入札参加資格審査申請書（別記第２号様式）記載の配置予定技術者等は、工事完了まで変更するこ

とはできない。ただし、死亡・傷病・退職等特別な場合は変更できるものとする。 

４ その他契約、入札に関することは別に定める契約・競争入札心得による。 

附 則 

１ この要領は、平成25年６月１日から施行する。 

２ 第２条第３号及び第５号の規定は、当分の間これを適用しないものとする。 

附 則 

この要領は、令和３年３月１６日から施行する。 

   附 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

  



 

別記第１号様式 

 
  



 

別記第２号様式 

 

  



 

別記第３号様式 

 

 


